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調理の際に発生する野菜くずや魚のアラ、
肉脂、廃食用油などは、有用な資源として
肥料や飼料、油脂としてリサイクルされてい
ます。当社でも食品廃棄物の有効利用に積
極的に取り組んでおり、2016年度は食品
廃棄物のうち72％をリサイクルしました。
当社では「おかえりやさいプロジェクト」の
事業者メンバーとして、堆肥の原料となる野菜くずの排出と、その堆肥を使って生産されたブロッコリーの販売を行って
います。また、「おかえりやさいプロジェクト」主催のリサイクルループを巡るツアーでは、参加者の方にヤマナカのバック
ヤードやおかえりやさいの売場を見学いただいています。また「生ごみ出さないプロジェクト」にも参加し、家庭から排出
される食品廃棄物を減らすために、販売者としてできることを市民と共に考え、活動しています。

当社では3R（Reduce：発生抑制、Reuse：再使用、Recycle：再資源化）に基づき、
地球環境保全に取り組んでいます。 

食品リサイクル

店舗での電気使用量はリアルタイムで監視され、使用量
が目標上限デマンド値を超える場合には、各従業員があ
らかじめ決めておいた電気機器や照明の電源を落とす
などの節電対策を実施します。また、日常的に無駄な電
気を使わないよう教育を実施しています。 

デマンドコントロール

ヤマナカでは行政の呼びかけで実施されている
取り組みに参加し、お客様とともに環境活動を
実施しています。 
ライトダウンキャンペーンにおきましては、夏至
の日と七夕の日に独立広告塔の消灯を行いま
した。また、豊橋市の一部店舗ではお客様がご
家庭でエアコンを使用される代わりに店舗で快
適に過ごせるよう、クールシェアスポットおよび
ウォームシェアスポットの提供を続けています。
またヤマナカでは5月1日より10月31日をクー
ルビズ実施期間とし、ノーネクタイで業務を実施
しています。

ライトダウン、クール・ウォームシェアスポット活動への参加 

印刷にかかるコストが一目でわかるようポスターを作成し、コピー機の近くに掲示
することで、コストに対する意識を向上しています。また、本社においてはコピー用
紙の持出し数量を部署ごとに記録し、削減活動をより効果的なものになるよう、
努めています。 

紙使用量の削減

閉店後、冷蔵および冷凍の
オープンケースにはナイトカ
バーの使用を徹底していま
す。冷気が漏れることによる
品質の低下や使用電力の増
加を防いでいます。 

ナイトカバーの使用

冷蔵・冷凍ケースに商品を過
剰に積むと、冷蔵・冷凍効率
が下がり電気の無駄遣いにつ
ながります。適正な陳列量を
守ることにより、効率的な温
度管理を図っています。 

ロードラインの遵守 

おかえりやさいプロジェクト

「おかえりやさい」は、名古屋市のスーパーマーケットやレストラン、学校給食などから排出される生ごみ（食品循
環資源）を堆肥化し、それを使って名古屋市や近郊の農家で作られる野菜です。名古屋市のごみの削減や地産地
消によるフードマイレージの低下、生育時の化学肥料や農薬の減少が期待できる農作物でもあります。おかえり
やさいプロジェクトは、名古屋市の第4次一般廃棄物処理計画策定の際に、市民提案を行うために集った名古屋
市民を母体とし、2008年2月に発足しました。「名古屋市の生
ごみをもっと減らそう！」という想いを共有する市民・NPO・事
業者らが連携して活動を進めています。 
この取り組みは、2014
年にグッドライフアワー
ドにおいて環境大臣賞
グッドライフ特別賞、
2016年には愛知環境
賞中日新聞社賞を受賞
しています。 

ノントレー包装の使用 

消費期限が近くなった商品な
どの値引き販売時に使用する
おつとめ品ラベルには、焼却
時に発生するCO2を約20％
削減するラベル「エコナノ®ラ
ベル」を導入しています。
※エコナノはサトーホールディングス
  （株）の登録商標です。

CO2の発生を削減するラベルの使用 

一部店舗では鶏肉をトレーを
使わない袋売り形態で販売し
ています。包装資材の使用の
減少や、お客様が持ち帰る際
にかさばらないなどの効果が
期待できます。

ライトダウンキャンペーン クールビズポスター
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告レジ袋無料配布中止の取り組み コーポレートガバナンス

コンプライアンス

当社では、2007年に名古屋市のモデル事業に参加したのを皮切りに、レジ袋の無料配
布中止を進めてきました。2016年度までに66店舗が無料配布を中止し、お客様のご協
力のもと、レジ袋持参率は83.9％まで上昇しました。なお、有料レジ袋の販売による収益
金は全額地域の自治体などに寄付され、環境活動に活用されています。 

資源の店頭回収

当社ではお客様とともに行う環境活動として、各店舗の店頭においてペットボトル、発泡スチロール製トレー、牛乳紙パッ
ク、アルミ缶などの資源回収を行っています。回収したペットボトル、発泡スチロール製トレーなどは繊維やトレーの原料
などにリサイクルされています。また、2013年度からは新たに透明トレーの回収
も一部店舗で始めました。また、名古屋市内21店舗では、市と協同でお客様から
ご家庭の廃食用油を回収させていただいています。

リサイクルステーション

家庭から出るペットボトル・アルミ缶・新聞紙・衣類などの資源ごみを回収するリサイクルス
テーションを、一部店舗において設置しています。グラッチェカードのポイントに交換できる
エコポイントを導入することで、地域のリサイクル活動と地球環境保全活動を推進します。 

会社法をはじめ、労働関係法令や個人情報保護法といった幅広い法令の理解を促進し、それらに基づいた社内倫理の確
立と、企業の社会的責任（CSR）を経営そのものに浸透させるため、コンプライアンスに関する取り組みを進めています。

コンプライアンスに関する基本方針

取締役の職務執行が法令および定款に適合することならびに業務の適正を確保することにより、法令・定款・社内規則・モ
ラルに反する不正や事故が発生しないよう、内部統制システムの整備・運用に取り組んでいます。
当社は内部統制システムの構築により、企業不祥事を未然防止する体制を整え、健全な企業経営の継続を目指しています。

内部統制

ヤマナカは、監査役会設置会社です。当社は法定の機関とし
て、株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人を設置してい
ます。取締役会は社外取締役1名を含む取締役7名で構成
し、業務執行につきましては、取締役会が法令および定款に
則って重要な業務執行を決定し、取締役会で定められた担当
および職務の分担に従い、職務を執行しています。なお、取
締役会は取締役会規程に基づき、毎月1回定例的に開催する
ほか必要に応じて随時開催し、経営に係る重要事項の決定お
よび相互に取締役の職務執行の監督をしています。
監査役会は社外監査役2名を含む監査役3名で構成し、監査
方針および監査計画に従い取締役会のほか重要な会議に出
席するとともに毎月1回監査役会を開催しています。監査役
は取締役との面談を行うとともに、社外取締役と相互の意思
疎通を図るため定期的に意見交換を実施しています。また、
会計監査人および内部監査室とも定期的に意見交換を実施
しています。

コーポレートガバナンス体制

2016年度 寄付金額 3,900,981円

リサイクルステーション回収実績

ペットボトル  57,196kg  古紙  622,481kg 

アルミ缶  19,821kg  衣類※ 57,768kg 

 ペットボトル  178,015kg  発泡スチロール製トレー  67,801kg 

 牛乳紙パック  88,876kg  アルミ缶  122,137kg 
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発泡スチロール製容器のリサイクル

当社では、環境と福祉を両立させた取り組みとして発泡スチロール製容器のリサイクルを行っています。当社か
ら排出される発泡スチロール製容器を知的障がい者福祉施設に有償で回収していただき、破砕・減容してペレッ
ト化し、それを食品容器メーカーに販売することによってリサイクルを行う仕組みです。社会福祉法人さつき福祉
会と連携し、発泡スチロール製容器の破砕・減容を行うリサイクル施設「エコラ東海」を立ち上げ、取り組みを継
続してきました。また、愛知県内の6ヵ所の福祉施設にも容器の回収・破砕に協力していただき、現在61店舗と
しおなぎ生鮮センターでこのリサイクルシステムに取り組んでいます。 

リサイクルステーション設置店舗（2017年3月時点）
西尾寄住店、知多フランテ館、陽なたの丘店、高横須賀店、二川店、アルテ東海（改装中）

園庭の芝生化

※衣類の回収は2017年6月30日で終了

毎期初において、年度の「コンプライアンスプログラム」および「リスク管理プログラム」を策定し、それに基づいて役員およ
び全従業員を対象としたコンプライアンス教育を実施しています。
2016年度の全社コンプライアンス教育項目は以下の通りです。

コンプライアンス教育

個人情報の保護、
交通事故の防止

パワーハラスメント
防止、知って役立つ
「労働法」

上半期

下半期

FranteFrante
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